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貸 借 対 照 表 

 (2023 年３月 31 日現在) 

（単位：百万円） 

資 産 の 部   負 債 の 部   

科 目 金 額   科 目 金 額   

流動資産 37,455  流動負債 11,545   

  現金・預金 1,982    預り金 101   

  有価証券 346   未払金 5,874   

  前払費用 393     未払収益分配金・償還金 51   

  未収委託者報酬 12,525     未払手数料 4,525   

  未収収益 47     その他未払金 1,297   

  関係会社短期貸付金 22,100    未払費用 3,987   

 その他 59    未払法人税等 560   

固定資産 15,503    未払消費税等 327   

  有形固定資産 196    賞与引当金 692   

   建物 3   その他 2   

   器具備品 193  固定負債 2,329   

  無形固定資産 1,482    退職給付引当金 2,276   

   ソフトウェア 1,351    役員退職慰労引当金 51   

   ソフトウェア仮勘定 131   その他 0   

  投資その他の資産 13,824        

   投資有価証券 8,260  負債合計 13,874   

   関係会社株式 3,475  純 資 産 の 部   

   出資金 177  科 目 金 額   

   長期差入保証金 1,066  株主資本 38,549   

   繰延税金資産 824   資本金 15,174   

   その他 20   資本剰余金 11,495   

       資本準備金 11,495   

     利益剰余金 11,879   

       利益準備金 374   

       その他利益剰余金 11,505   

         繰越利益剰余金 11,505   

    評価・換算差額等 534   

     その他有価証券評価差額金 534   

    純資産合計 39,084   

資産合計 52,959   負債・純資産合計 52,959   
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損 益 計 算 書 

自  2022 年４月 １日 

至  2023 年３月 31 日 

（単位：百万円）         

科     目 金    額   

営   業   収   益     70,405   

  委 託 者 報 酬 69,845       

  そ の 他 営 業 収 益 559       

営   業   費   用     43,147   

  支 払 手 数 料 29,405       

  そ の 他 営 業 経 費 13,742       

一  般  管  理  費     11,946   

営   業   利   益     15,310   

営  業  外  収  益     608   

営  業  外  費  用     277   

経   常   利   益     15,642   

特   別   損   失     486   

  関 係 会 社 整  理  損  失 229       

  投  資  有  価  証  券  評  価  損 257       

税 引 前 当 期 純 利 益     15,155   

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,589       

法 人 税 等 調 整 額 248   4,838   

当  期  純  利  益     10,317   

 

 

 

 

 

 



 3 

株主資本等変動計算書 

自  2022 年４月 １日 

至  2023 年３月 31 日 

（単位：百万円）

資本剰余金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 15,174 11,495 374 13,925 14,299 40,969

当期変動額

　剰余金の配当 - - - △ 12,737 △ 12,737 △ 12,737

　当期純利益 - - - 10,317 10,317 10,317

当期変動額合計 - - - △ 2,419 △ 2,419 △ 2,419

当期末残高 15,174 11,495 374 11,505 11,879 38,549

当期首残高 971 971 41,941

当期変動額

　剰余金の配当 - - △ 12,737

　当期純利益 - - 10,317

当期変動額合計 △ 436 △ 436 △ 2,856

当期末残高 534 534 39,084

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

△ 436 △ 436 △ 436

-

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

- - - - -

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

利益剰余金
合計
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個別注記表 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１．資産の評価基準及び評価方法 

  有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法により計上しております。 

     その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のものについては決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

により、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により計上して

おります。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

 建物        15～18 年 

 器具備品      ４～20 年 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年間）に基づく定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

 (1) 賞与引当金 

 役員及び従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当社の退職金規程に基づく当事業年度末要支給額を

計上しております。これは、当社の退職金は、将来の昇給等による給付額の変動がなく、

貢献度、能力及び実績等に応じて事業年度ごとに各人別の勤務費用が確定するためであ

ります。また、執行役員･参与及び上席参事についても、当社の退職金規程に基づく当

事業年度末要支給額を計上しております。 

 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社の役員退職慰労金規程に基づく当事業年

度末要支給額を計上しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとお

りであります。 
当社は証券投資信託の信託約款に基づき、証券投資信託の運用について履行義務を負

っております。委託者報酬は、日々の純資産総額に対する一定割合として認識され、確

定した報酬を受け取ります。当社が日々サービスを提供する時に当該履行義務が充足さ

れるため、証券投資信託の運用期間にわたり収益を認識しております。 
 

[会計方針の変更に関する注記] 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年６

月 17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、

時価算定会計基準適用指針第 27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。

この変更による当事業年度の計算書類に与える影響はありません。 

 

［重要な会計上の見積りに関する注記］ 

該当事項はありません。 

 
［貸借対照表に関する注記］ 

１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権 25百万円 

   短期金銭債務 1,430百万円 

   長期金銭債権 3百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 335百万円 

 

 

３．保証債務 

子会社である Daiwa Asset Management(Singapore)Ltd.の債務 2,112百万円に対して

保証を行っております。 
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［損益計算書に関する注記］ 

１．関係会社との取引高 

   営業収益 100百万円 

   営業費用 1,151百万円 

   一般管理費 316百万円 

      営業取引以外の収益                 19百万円 

 

２．営業外収益の主要項目 

損益計算書の営業外収益には、投資有価証券売却益 286 百万円、有価証券償還益 150

百万円が含まれています。 

 

［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

１． 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 

 
前事業年度末 

株 式 数 

当 事 業 年 度 

増 加 株 式 数 

当 事 業 年 度 

減 少 株 式 数 

当事業年度末 

株 式 数 

 普通株式 2,608 － － 2,608 

 合  計 2,608 － － 2,608 

 

２． 配当に関する事項 

(1)  剰余金の配当支払額 

 

決議 

株 式 の 

種 類 

剰 余 金 の

配 当 の 総

額 

（百万円） 

1 株当たり

配 当 額 

(円） 

基 準 日 
効 力 

発 生 日 

2022 年６月 23日 

定時株主総会 
普通株式 12,737 4,883 

2022年 

３月 31日 

2022年 

６月 24日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの 

 2023年６月 26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり提案しております。 

① 剰余金の配当の総額 10,316百万円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 3,955円 

④ 基準日 2023年３月 31日 

⑤ 効力発生日 2023年６月 27日 
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［税効果会計に関する注記］ 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

   （単位：百万円） 

 
繰延税金資産 

 

   退職給付引当金  697 

 
  賞与引当金  182 

 
  投資有価証券評価損 177 

 
  関係会社株式評価損 155 

 
  未払事業税 114 

 
  出資金評価損  94 

 
  システム関連費用 68 

 
  その他  309 

 
繰延税金資産小計  1,799 

 
  評価性引当額  △ 459 

 
繰延税金資産合計  1,339 

 

 

繰延税金負債 
 

   有価証券評価差額 △ 356 

 
  連結法人間取引（譲渡益） △ 159 

 
繰延税金負債合計 △ 515 

 
繰延税金資産の純額 824 

    
 

 

２． 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

 当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 

号 2021 年８月 12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関す

る税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 
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 [金融商品に関する注記] 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、投資運用業及び投資助言・代理業などの資産運用に関する事業を行って

おります。資金運用については安全性の高い金融商品に限定しております。 

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

証券投資信託に係る運用報酬の未決済額である未収委託者報酬は、運用するファ

ンドの財産が信託されており、「投資信託及び投資法人に関する法律」、その他関

係法令等により一定の制限が設けられているためリスクは極めて軽微であります。

有価証券及び投資有価証券は、証券投資信託、株式であります。証券投資信託は事

業推進目的で保有しており、価格変動リスク及び為替変動リスクに晒されておりま

す。株式は上場株式、非上場株式、子会社株式並びに関連会社株式を保有しており、

上場株式は価格変動リスク及び発行体の信用リスクに、非上場株式、子会社株式及

び関連会社株式は発行体の信用リスクに晒されております。関係会社短期貸付金は、

親会社に対して貸付を行っているものであります。 

未払手数料は証券投資信託の販売に係る代行手数料の未払額であります。その他

未払金は主にグループ通算制度における通算親法人へ支払う法人税の未払額であり

ます。未払費用は主にファンド運用に関係する業務を委託したことにより発生する

費用の未払額であります。これらは、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①市場リスクの管理 

（ⅰ）為替変動リスクの管理 

当社は、財務リスク管理規程に従い、個別の案件ごとに為替変動リスク管理

の検討を行っております。 

（ⅱ）価格変動リスクの管理 

当社は、財務リスク管理規程に従い、個別の案件ごとに価格変動リスク管理

の検討を行っており、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しリスクマネ

ジメント会議において報告を行っております。 

②信用リスクの管理 

発行体の信用リスクは財務リスク管理規程に従い、定期的に財務状況等を把握し

リスクマネジメント会議において報告を行っております。 
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２．金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価並びにレベルごとの内訳等については、次のとおりでありま

す。また、金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性

に応じて、以下３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相

場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価をもって貸借対照表価額とする金融資産及び金融負債 

 （単位：百万円） 

  
貸借対照表計上額 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券 57 7,882 － 7,939 

資産合計 57 7,882 － 7,939 

 

（２）時価をもって貸借対照表価額としない金融資産及び金融負債 

現金・預金、未収委託者報酬、関係会社短期貸付金、未払金及び未払費用は、短期間（１

年以内）で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略

しております。 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

有価証券及び投資有価証券 

  株式は活発な市場における無調整の相場価格を利用できることから、その時価をレ

ベル１に分類しております。当社が保有している証券投資信託は基準価額を用いて

評価しており、当該基準価額は活発な市場における相場価格とは認められないため、

その時価をレベル２に分類しております。 

 

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価

等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項で開示している表中の投資有価証券

には含めておりません。 
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 （単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式等 666 

子会社株式 1,448 

関連会社株式 2,027 

 

［関連当事者との取引に関する注記］ 

１．親会社 

属性 
会社等の 

名称  
住所 

資本金 

または 

出資金 

(百万円)  

事業の

内容 

議決権等 

の所有

(被所有)

割合（％） 

関係内容 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円)  
科目 

期末残高 

(百万円) 
役員の

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社 

㈱大和証券

グループ本

社 

東京都

千代田

区 

247,397 

証券持

株会社

業 

被所有 

100.0 
あり 経営管理 

資金の貸

付 
17,100 

関係会社

短期貸付

金 

  

22,100 

利息の受

取（注） 
0 

受取利息

関係会社 
0 

       

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注)貸付利息については市場金利を勘案して合理的に決定し、返済期間は 1年以内として 

   おります。なお、担保は受け入れておりません。 

 

２．子会社 

属性 
会社等の 

名称  
住所 

資本金 

または 

出資金 

(百万円)  

事業の

内容 

議決権等

の所有

(被所有)

割合（％） 

関係内容 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円)  
科目 

期末残高 

(百万円)  役員の

兼任等 

 

事業上の

関係 
 

子会社 

Daiwa Asset 

Management 

(Singapore)

Ltd. 

Singap

ore 
133 

金融商

品取引

業 

所有 

100.0 
なし 経営管理 

債務保証 

（注）  
2,112 － 

  

－ 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注)シンガポール通貨庁（MAS）に対する当社からの保証状により、当該関連当事者の債

務不履行、及び MAS への全ての損害等に対して保証しております。なお、債務総額

は当該関連当事者の総運用資産額に応じて保証状にて定めるとおりに決定しており

ます。 
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３．兄弟会社 

属性 
会社等の 

名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

(百万円) 

事業の

内容 

議決権等

の所有

(被所有)

割合（％） 

関係内容 
取引の 

内容 

 

取引金額 

(百万円) 

（注１）  

科目 

 

期末残高 

(百万円) 

   

役員の

兼任等 

 

事業上の

関係 

親会社

の子会

社 

大和証券㈱ 

東京都

千代田

区 

100,000 

金融商

品取引

業 

  － なし 

証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

証券投資

信託の代

行手数料

（注２） 

13,072 
未払手数

料 
2,663 

本社ビル

の管理 

不動産の

賃借料

（注３） 

  1,062 
長期差入

保証金 
1,054 

親会社

の子会

社 

㈱大和総研 
東京都 

江東区 
3,898 

情報サ

ービス

業 

  － なし 

ソフトウ

ェアの開

発・保守 

 

ソフトウ

ェアの購

入・保守

（注４） 

883 未払費用 81 

 

(注１)上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。 

 (注２)証券投資信託の代行手数料については、証券投資信託の信託約款に定める受益者が

負担する信託報酬のうち、当社が受け取る委託者報酬から代理事務に係る手数料と

して代行手数料を支払います。委託者報酬の配分は、両者協議のうえ合理的に決定

しております。 

 (注３) 差入保証金および賃借料については、近隣相場等を勘案し、交渉の上、決定してお

ります。 

 (注４) ソフトウェアの購入・保守については、市場の実勢価格を勘案して、その都度交渉

の上、購入価格を決定しております。 

 

［収益認識に関する注記］ 

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当社は、証券投資信託に関する運用その他の業務を行っております。営業収益の内訳

は、証券投資信託に関する運用に係る業務が 69,845 百万円、その他 559 百万円であり

ます。 

 

 (2)収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の

とおりであります。 

 

 (3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 
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［１株当たり情報に関する注記］ 

  １株当たり純資産額  14,983円 42銭 

  １株当たり当期純利益 3,955円 35銭 

  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

   当期純利益 10,317百万円 

   普通株式の期中平均株式数 2,608,525株 

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

  該当事項はありません。 
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